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1. 研究背景・目的 
近年，消費者の環境問題への関心が高まっており，リサイクルや省エネといった環境への負荷を下げる行動

(以下，環境配慮的行動)が注目されている．環境配慮的行動は消費者の購買シーンにも広がっており，企業は
消費者に対し環境負荷が少ない商品(以下，環境配慮型商品)を提供することによる環境配慮的行動を促して
いる．しかし，環境配慮型商品の購買行動は他の環境配慮的行動に比べ普及していない現状がある[1]．このよ
うな現状は，消費者が環境配慮型商品を購買しない何らかの要因が存在することを示唆している．その要因が
解明できれば，現状に対する具体的な改善策を導くことができ，環境配慮型商品の購買の促進が期待できる．
一方，どのような要因が環境配慮的行動に影響しているかをモデル化した研究として，広瀬(1994)は環境配慮
的行動と規定因との要因相関モデル(以下，広瀬モデル)を提唱している[2]．広瀬モデルは，環境配慮的行動
全般を共通に説明し得る一般的なモデルとして提起されたものである． 

そこで本研究では，広瀬モデルを基に環境配慮型商品の購買行動抑制要因モデルを構築し，消費者の環
境配慮型商品の購買行動を抑制する要因を明らかにするための調査方法，ならびにその調査に用いるツール
を提案する．また，具体的な商品を事例として提案する方法論を適用し，その有効性について検討を行うと共に，
消費者の環境配慮型商品の購買行動抑制要因を明らかにすることを目的とする． 
2. 研究内容 
2-1. 環境配慮型商品の購買行動抑制要因モデルの構築 

調査方法において，抑制要因モデルを定義することにより商品や
環境問題ごとの抑制要因の違いを明らかにすることが期待できる。そ
のため，広瀬モデルを基に消費者の環境配慮型商品の購買行動抑
制要因モデルを構築した．[危機感の不足],[責任感の不足],[有効感
の不足],[実行可能感の評価],[負担感の評価],[規範感の評価],[環境
意識の低さ]を抑制要因とした(図 1)． 
2-2. 調査に使用するツールの作成 

環境配慮型商品の購買行動抑制要因を明らかにするために，特定の環境配慮型商品に関して抑制要因を
問う設問，及びその商品と関係のある環境問題の意識に関する設問で構成されるアンケート票を用いた調査方
法を提案する．また，その調査の設計に使用するツールとして，以下の 2 点の表を提案する． 
① 購買行動抑制要因一覧表 (表 1) 

ブレーンストーミングと先行調査のデータを基に，環境配
慮型商品を購買しない要因を列挙し，それらを環境配慮型
商品の購買行動抑制要因モデルに当てはめて購買行動抑
制要因一覧表を作成した．消費者の購買行動抑制要因とは
具体的にどのような内容であり，それが環境配慮型商品の
購買行動抑制要因モデルのどの要因に当てはまるのかを明
らかにすることで，漠然とした購買しない要因をモデルで説
明することができる．この表は，調査の際に調査者が適切な
項目を表の中から選択することでアンケートの設問項目に利
用できる． 
② 環境問題と商品機能関係表 (表 2) 

環境配慮型商品の購買行動は，他の環境配慮的行動に
比べ，その行為がどの環境問題に関係しているか認識しづ
らいと考えられる．環境配慮型の商品機能と環境問題をそ
れぞれ行と列に設定し，商品機能がどのような環境問題と関
連しているか評価し，関係性を整理した表を作成した．この
表を利用することにより環境配慮型商品の購買行動がどの
ような環境問題に影響を及ぼしているかが把握できる． 

 

図 1：環境配慮型商品の 
購買行動抑制要因モデル



 以上の 2 点の表を用いた環境配慮型商品の購買行動抑制要因
の調査方法は以下の通りである． 
2-3. 環境配慮型商品の購買行動抑制要因の調査方法 
Step1. 調査の対象となる環境配慮型商品が持つ環境配慮の商品

機能を決定する． 
Step2. 環境問題と商品機能関係表に基づき，環境配慮の商品機

能と関連のある環境問題を決定する． 
Step3. 決定した環境問題を，購買行動抑制要因一覧表に基づき

[危機感]，[責任感]，[有効感]の項目にあてはめ，環境意
識に関する設問項目を作成する． 

Step4. 調査の対象となる環境配慮型商品を，購買行動抑制要因
一覧表に基づき[有効感]，[実行可能感]，[負担感]，[規
範感]の適切な項目にあてはめ，環境配慮型商品に関す
る設問項目を作成する． 

Step5. 調査の対象となる環境配慮型商品の購買の現状を把握するための設問項目を作成する. 
Step6. 以上の設問項目を統合したアンケート票を用いて調査を行い，その結果を基に統計的分析を行うことで，

対象とした環境配慮型商品の購買行動抑制要因を明らかにする． 
3. 調査概要 

本研究では調査方法の有効性を検討するために，前節の手順を踏み実際に調査を行った．調査の対象とな
る商品及び商品機能は，再生紙を原料にしたトイレットペーパー及びティッシュペーパーと，省エネ機能を持っ
た電化製品とした．環境問題と商品機能関係表を用いて決定した環境問題には，地球温暖化，森林破壊の 2
つを取り上げた．環境問題に関する設問と商品に関する設問の回答方法は 5 段階評価を用い，計 64 項目のア
ンケート票を作成し調査を行った．調査期間は 2008 年 11 月 19 日から 12 月 10 日とし，10 代から 70 代までの
男女 170 人にアンケート票を配布し，156 件(男性 71 名,女性 85 名)の有効回答が得られた． 
4. 結果－購買層と非購買層の平均値の差 

環境問題と環境配慮型商品に関係が強いと思ってい
る人の中で、実際にその商品を購買している層(以下，購
買層)と購買していない層(以下，非購買層)で層別した．
両者の設問項目における平均値の差を検証することで，
非購買層の抑制要因を明らかにできる．ここでは，温暖化
問題の場合の結果を表3に示す．母平均の差の検定によ
り，省エネ電化製品，再生紙共に有意な差が出ていた項
目は，「環境意識の低さ」，「商品を買うことによって環境
問題の解決に貢献していることを実感しない(有効感)」，
「商品を買うことでどのようにして環境問題が解決されるか
わからない（有効感）」となったため,これらが両製品の購
買行動抑制要因になり得る．また，省エネ電化製品にお
いて有意水準 1%で有意差のある項目に，｢危機的状況の
把握(危機感)｣，｢環境表示の見つけにくさへの不満(実行可能感)｣があり，これらが省エネ電化製品の問題点と
なり得る．再生紙では，省エネ電化製品に比べ有意差のある項目が少なく，再生紙のみに表れる特徴的な抑制
要因は見られなかった． 
5. 考察 
｢有効感｣に有意差が表れたことから，一商品の購買によってどの程度の環境改善のインパクトがあり，どのよう

にして購買行動が環境改善につながるかをアピールすることが企業側に求められると考えられる．また,省エネ
電化製品に対する非購買層の抑制要因に｢環境表示の見つけにくさへの不満(実行可能感)｣の有意差があらわ
れた原因として，省エネ電化製品は再生紙に比べ商品機能が非常に多く，環境表示があまり強調されていない
と考えられる．また，省エネ電化製品と再生紙の購買行動抑制要因を比較したところ，商品によって異なる結果
が得られたことから，本調査方法の利用により環境配慮型商品毎の購買抑制要因を明らかにすることができ，そ
の商品に適した改善策を考案することができると考えられる． 
6. 結論 
 本研究では購買行動抑制要因モデルに基づき，対象商品における購買の抑制要因を明らかにする調査方法
を提案した．本調査方法により環境配慮型商品ごとの購買行動抑制要因を明らかにすることができた． 
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